
（単位：千円）

金   額 金   額

流  動  資  産 [ 21,375,358 ] 流  動  負  債 [ 7,923,689 ]

現金及び預金 1,279,829 買掛金 5,942,460

売掛金 5,854,763 未払金 1,321,104

商品及び製品 2,396,679 未払費用 205,927

原材料及び貯蔵品 1,140,376 未払法人税等 306,991

前渡金 27,591 未払消費税等 129,215

未収入金 17,191 預り金 17,989

預け金 10,658,927

固  定  負  債 [ 1,137,530 ]

固  定  資  産 [ 9,514,568 ] 長期未払金 4,087

有形固定資産 ( 9,272,670 ) 再評価に係る繰延税金負債 1,133,443

建物 846,390

構築物 179,334 9,061,220

機械及び装置 3,222,565

車両運搬具 28,524 株　主　資　本 [ 19,241,063 ]

工具、器具及び備品 252,765 資本金 ( 2,453,000 )

土地 4,517,600

建設仮勘定 225,490 資本剰余金 ( 989,176 )

資本準備金 981,690

無形固定資産 ( 2,283 ) その他資本剰余金 7,485

電話加入権 2,283

利益剰余金 ( 15,798,886 )

投資その他の資産 ( 239,614 ) 利益準備金 21,000

投資有価証券 10,350 その他利益剰余金 15,777,886

出資金 3,700 繰越利益剰余金 15,777,886

長期前払費用 5,944

差入保証金 17,741 評価・換算差額等 [ 2,587,643 ]

前払年金費用 138,444 土地再評価差額金 2,587,643

繰延税金資産 58,134

その他 5,299

21,828,707

30,889,927 30,889,927

負　債　合　計

純　資　産　の　部

純　資　産　合　計

    資　産　合　計 負債･純資産合計

貸   借   対   照   表
(2023年3月31日)

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科     目 科     目
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(単位:千円)

23,832,763

21,258,648

売上総利益 2,574,114

1,298,954

営業利益 1,275,159

営業外収益

受取利息及び配当金 23,680

その他の営業外収益 59,216 82,897

営業外費用

その他の営業外費用 6,316 6,316

経常利益 1,351,740

特別利益

固定資産売却益 5,579 5,579

特別損失

固定資産除却損 3,872

減損損失 200 4,072

税引前当期純利益 1,353,247

法人税、住民税及び事業税 400,858

法人税等調整額 △ 4,351 396,507

当期純利益 956,739

売上原価

販売費及び一般管理費

損   益   計   算   書

自 2022年4月 1日
至 2023年3月31日

科　　　　　目           金              額

売上高
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（単位：千円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 2,453,000 981,690 7,485         989,176 21,000        14,971,007 14,992,007 18,434,184 2,587,783 2,587,783 21,021,967

当期変動額

剰余金の配当 - △ 150,000 △ 150,000 △ 150,000 - △ 150,000

当期純利益 - 956,739 956,739       956,739 - 956,739

土地再評価差額金の取崩 - 139 139 139 - 139

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△ 139 △ 139 △ 139

当期変動額合計 - - - - - 806,879 806,879 806,879 △ 139 △ 139 806,739

当期末残高 2,453,000 981,690 7,485 989,176 21,000 15,777,886 15,798,886 19,241,063 2,587,643 2,587,643 21,828,707

 土地再評価差額金
評価・換算
差額等合計

資本準備金 その他資本剰余金  資本剰余金合計 利益準備金 利益剰余金合計

株主資本等変動計算書

　（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式・・・・・・・・移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のないもの・・・・移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

2.　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　　物　　　8～50年
機械及び装置　　　5～14年

3.　引当金の計上基準
退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
 年金資産の見込額に基づき､ 計上しております。
  退職給付引当金及び退職給付費用の計算については、直近の年金財政計算上の
 数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
  なお、計算の結果、退職給付引当金が借方残高となっているため、
「前払年金費用」として貸借対照表に計上しております。

4.　収益及び費用の計上基準
　当社は、主に鉄鋼製品の販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて
製品を引き渡す履行義務を負っております。製品の国内の販売において、出荷
時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、
当該履行義務は出荷時に、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると
判断し、当該時点で収益を認識しております。

Ⅱ．収益認識に関する注記

(1) 収益の分解情報
 顧客との契約から認識した収益の分解情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

売上区分
鋼材 ビレット その他

外部顧客への売上高

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　

繰延税金資産 千円

 繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び
金額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の
変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期
及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金
資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

8,471,765 148,91315,212,084

個　別　注　記　表

58,134
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記

1.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 10,995,890 千円
短期金銭債務 541,201 千円
長期金銭債権 16,204 千円
長期金銭債務 1,422 千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 18,877,364 千円

3.　土地の再評価について
　｢土地の再評価に関する法律｣（1998年3月31日公布法律第34号）及び ｢土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律｣（1999年3月31日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該
評価差額のうち法人税その他利益に関する金額を課税標準とする税金に相当する金額である「再評
価に係る繰延税金負債」を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　｢土地の再評価に関する法律施行令｣（1998年3月31日公布政令第119号）第２条第５号
に定める「不動産鑑定士による鑑定評価」により算出した価格に基づいて、時点修正等合
理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日　　2000年3月31日
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 4,517,600 千円
当該事業用土地の当事業年度末における時価 2,300,200 千円
差額 2,217,400 千円

4.　圧縮記帳額
国庫補助金の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計額

建物 22,246 千円
機械装置 301,705 千円
工具、器具及び備品 23,445 千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記

1．関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 695,624 千円
仕入高 1,324,625 千円
販売費及び一般管理費 42,935 千円

営業取引以外の取引高
受取利息等 26,513 千円

2．減損損失に関する事項
(1) 当社は原則として、事業用資産については事業区分別にグルーピングし、遊休資産については、

個別物件単位でグルーピングしております。
当事業年度において当社は下記の遊休資産について減損損失を計上しております。

用途　厚生施設跡地他
場所　栃木県小山市
種類　土地
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Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 20 - - 20

2. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決　　議

2022年6月24日

定時株主総会

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
該当事項はありません。

Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払賞与 千円
未払事業税 千円
会員権評価損 千円
減損損失 千円
一括償却資産償却超過額 千円
減価償却超過額 千円
その他 千円

繰延税金資産小計 千円
評価性引当額 千円
繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債
前払年金費用 千円

繰延税金負債合計 千円
繰延税金資産の純額 千円

△ 42,170

1,765

58,134

△ 42,170

100,304
△ 47,166

7,370

53,624
20,924
3,194

43,160

147,471

効力発生日

17,430

１株当たり
配当額（円）

7,500,000普通株式 150,000 2022年3月31日 2022年6月30日

株式の種類
配当金の総額

（千円）
基準日
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Ⅷ．金融商品に関する注記

1．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針
　当社の資金運用は、大阪製鐵グループ企業相互間で余剰資金の融通をし、資金の効率化を図ることを
目的としており、一時的な余裕資金が生じる場合の資金運用については、キャッシュプールシステムを
利用した大阪製鐵グループの連結資金管理システム（CMS）への貸付に限定し、投資活動を行うための資
金調達についてもCMSからの借入による方針です。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の与信
管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を1年ごと
に把握する体制としています。
　営業債務である買掛金及び未払金は、その全てが1年以内の支払期日です。 営業債務は、流動性
リスクに晒されていますが、当社では月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。

2．金融商品の時価等に関する事項
 2023年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表において、当社が保有する流動資産及び流動負債
に含まれる金融商品は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して
おります。また、市場価格のない株式等についても、時価等の注記を省略しております。

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記

1.　親会社及び法人主要株主等

取引の内容 科目

直接

未収入金 6,027

未払金 2,739

未払費用 8,032

直接

買掛金 556

未払金 1,139

（注）1.取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　①資金の運用及び利息に係る条件は、市場金利等を勘案し利率を合理的に設定しております。

　　　　②製品の販売価格は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。

　　　　③原材料及び商品の購入については、市場価格等を勘案し購入価格を提示して購入しております。

　　　　④業務内容を勘案し当事者間の契約により決定しております。

Ⅹ．1株当たり情報に関する注記

1.　1株当たり純資産額

2.　1株当たり当期純利益

属  性
会社等
の名称

住所
資本金又は

出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

（％）

取引金額
（千円）

期末残高
（千円）

関連当事者との関係

親会社 大阪製鐵㈱
大阪市
中央区

8,769,337 鉄鋼業
資金運用

当社製品の販売
商品の購入等

資金の運用 435,000 預け金 10,658,927

90.0

利息の受取 23,374 未収入金 －

製品の販売 695,624 売掛金 330,935

商品等の購入 1,306,002 買掛金 530,430

経営指導料 19,558 未払金 －

社員の出向料等 42,000

主要株
主

阪和興業㈱
大阪市
中央区

45,651,276 総合商社 当社製品の販売等

製品の販売 2,425,213 売掛金 787,684

10.0
原材料等の
購入

65,726

1,091,435,354円25銭

47,836,997円85銭
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XI ．附属明細書（計算書類関係）
1.有形固定資産及び無形固定資産の明細

区

分

　　　（注）１．主な増減の内訳は次の通りであります。
　　　　　　 　（主な増加） 機械及び装置　 圧延ミルモーター制御装置更新 千円

機械及び装置　 中間列ミル用インバーター更新 千円
　　　　　 　　（主な減少） 機械及び装置　 圧延仕上ミル関連設備 千円
　　　　　　２．無形固定資産の期末帳簿価額に重要性がないため、期首残高、当期増加額及び当期減少額の
　　　　　　　　記載を省略しております。
　　　　　　３．「当期減少額」欄の（　）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

計

（単位：千円）

資産の種類
期　　首 当　　期 当　　期 期　　末 期 末 減 価 当　　期 差引期末

残　　高 増 加 額 減 少 額 残　　高 償却累計額 償 却 額 帳簿価額

有
形
固
定
資
産

建　　　　物 3,707,466 25,125          6,700 3,725,892

構 築 物 727,707                -                -

2,879,502 72,928 846,390

727,707 548,373 21,667 179,334

機械及び装置 17,137,211 455,183      188,243 17,404,151 14,181,585 482,876 3,222,565

車両運搬具 235,857 31,616          4,014 263,459 234,934 10,296 28,524

工具、器具
及び備品

1,211,930 137,633        63,830 1,285,733 1,032,968 119,408 252,765

土 地
4,517,800 -            200 4,517,600 - - 4,517,600

(200)

建設仮勘定 105,124 769,924      649,558 225,490                -                - 225,490

27,643,098 1,419,482      912,546 28,150,034 18,877,364 707,177 9,272,670

(200)

無
形
固
定
資
産

ソフトウエア  -                -                - 212,605 212,605                -                 -

電話加入権  -                -                - 2,283                -                - 2,283

計                -                -                - 214,889 212,605                - 2,283

315,100
41,000

167,733
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2.販売費及び一般管理費の明細

(単位：千円)

科 目 金 額

賞与引当金繰入額 42,197

運送費 634,902

旅費･交通費 15,858

通信費 7,062

広告費 3,346

役員報酬 50,169

従業員給料 176,407

従業員賞与 39,061

退職給付費用 △ 2,691

法定福利費 46,178

厚生費 24,062

雑給 26,801

交際費 7,697

賃借料 17,198

減価償却費 21,316

租税公課 60,124

事務消耗品費 1,216

水道光熱費 444

図書費 768

諸会費 2,023

会議費 448

修繕費 16,165

保険料 2,610

寄付金 4

支払手数料 24,611

雑費 80,967

計 1,298,954
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